
1人当たりの医療費と国保累積赤字額の推移

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度

1人当りの医療費
累積赤字額

22.4万円 22.9万円 23.2万円 24.0万円 24.6万円

20.8億円
19.5億円

15.3億円

17.8億円 17.1億円
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困
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うるま市では「うるま市国民健康保険収納対策緊急プラ
ン」を作成して、国民健康保険税の未納者に対する指導を
強化しています。国保税の未納がある方は、納期内に納付
していただくようお願い致します（平成25年7月1日作成）

1. 滞納状況の解消
（1）窓口相談、納税指導員による訪問指導及び広報等によ

り他保険加入者の発見に努め、早期に資格喪失届の
提出を勧奨する。

（2）年２回、催告書を発布し納付の勧奨を行う。
（3）未申告者のリストを作成し、納税指導員の訪問や、窓

口来所時に申告の指導を行う。

2. 徴収方法の改善等
（1）電話催告センタ－を設置し、初期滞納者への早期接触

を図り、滞納の累積を防止する。
（2）コンビニ収納や離島地域での公民館徴収等により納税

者の利便性の向上を図る。
（3）期間を定めて、業務時間内に来所できない市民のため

に、毎週木曜日に時間延長窓口を開設する。
（4）税の徴収をやめて、納税指導員による納税指導を強化

する。
（5）納税指導員の訪問指導や広報誌等により口座振替の

勧奨を行う。

3. 滞納処分の実施
（1）滞納者が転出した場合は、その転出者の転出先住所で

の居住を確認するとともに、転出者の財産調査を行う。
（2）１年以上の長期滞納者については、財産調査を行う。
（3）納税課滞納整理班と連携して、財産の差押え、預貯金、

給与、国税還付金、軍用地料の差押え等を実施する。

うるま市国民健康保険
収納対策緊急プラン（抜粋）
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